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論 文 内 容 の 要 旨
本論文の 目的は、現行マルクスr資本論』第3巻 の利潤論を検討 して、それを、競争分析の理論
として整序 ・再構成することである。また、それをつ うじて、利潤論次元における景気循環の基礎
的展開を試みることである。
まず、本論文、第1篇 「利潤 と競争」、第1章rr資本論』体系における利潤論の位置づけ」にお
いては、現行 『資本論』第3巻 、第1章 冒頭の一節を検討 しつつ、『資本論』第3巻 の利潤論を、
第1・2巻 との関係において、方法的 ・理論的に位置づけた。すなわち、第3巻 冒頭の一節におい
ては、第2巻 第3篇 「社会的総資本の再生産 と流通」を、第1・2巻 を第3巻 へ媒介する分析 とし
て特に問題に しているが、その第2巻 、第3篇 においては、資本が、個別諸資本の循環 ・回転の絡
み合いの総体として、諸商品市場を社会的に編成するための諸条件が分析されている。 とすれぽ、
第3巻 冒頭一節のいわゆる 「この第3部 で問題とする」「具体的諸形態」なかでもその最初の形態
たる利潤(率)の 形態は、諸商品市場を有機的総体として編成 してゆ くような個別諸資本の自立の
形態 として、 したがって個別諸資本の競争の形態として展開されざるをえないであろうd
第2章 「費用価格と利潤の形態規定」では、現行 『資本論』第3巻 、第1章 「費用価格 と利潤」
および第2章 「利潤率」を検討して、両章における費用価格と利潤(率)の 規定の統一的展開を試
みた。現行r資 本論』第3巻 、第1章 では、商品価値の範式 「W=c+v+m」 を前提 として、費
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用価格の規定が展開され、さらに利潤率の規津が展開されている。それに対 して、第2章 では、資
本の一般的範式 下G-W-G'」を前提に、流通過程 と生産過程 との統一、前者による後者の媒介 ・
包摂の視点から費用価格および利潤率の規定が展開されている。第1章 における展開は、個別資本
家的規定としての費用価格の形態規定を明確に しながらも、出発点における商品価値の範式に制約
されて、分析対象を資本の生産過程に限定する不十分なものになっている。そこで、われわれ とし
ては、第2章 的な流通過程によ'る生産過程の媒介 ・包摂の視点を前提としつつ、個別資本家的規定
としての費用価格の形態規定を媒介として、利潤(率)を 、諸商品市場内部において生産過程 と流
通過程とを価値増殖の同格の契機 として統一 した個別諸資本の自立の形態として、いいかえれば個
別諸資本の競争の形態 として展開した。
第3章 「利潤率を規定する諸要因と競争」では、まず、現行r資 本論』第3巻 、第3章 および第
4章を検討 して、それらにおける利潤率を規定する諸要因の分析が、いおゆる価値どお りの交換を
前提として、剰余価値率、資本の価値構成、可変資木の回転数 とい う資本 ・賃労働の本質的関係を
規定する実体的量規定の分析に終 っていることを指摘 した。そして、それらの分析が、費用価格の
形態規定を欠落させていることに端的に示されるように、利潤(率)の 形態規定からすれぽ、不十
分であることを明らかにした。そのうえで、第5章 お よび第6章 をも検討 しつつ、利潤率を規定す
る諸要因を、あらためて、諸商品市場内部にある個別諸資本の利潤率を規定する現実的諸要因とし
て、 したがって、市場内部においてより高い利潤率を追求する個別諸資本の競争の具体的諸契機と
して再構成 した。
第4章 「一般的利潤率の形成 一 利潤率における資本の一般性 と競争 一 」では、『資本論』第
3巻第2篇第9章 および第10章に.おける一般的利潤率の展開を、第1篇 から第2篇 にかけてのマル
クスの論理展開を踏まえて検討した。それは、結局、資本 ・賃労働の社会的実体的基礎のもとでの
展開と、個別諸資本の競争の現象の基礎のもとでの展開とに、方法的に二分化す ることになってい
る。第9章 はじめの部分での一般的利潤率の導出は、前者の社会的実体的基礎のもとでの展開であ
り、第10章における競争による一般的利潤率の形成の展開は、後者の競争の現象の基礎のもとでの
展開である。 しかも、両者は、相互に絡み合 って展開 されているのであ り、その結果 として、第9
章では、いわゆる「費用価格の生産価格化」とい う混乱した議論が展開されることになったし、第10
章でも、一般的利潤率の形成にもかかわらず各生産部面の需給関係が不均衡になるという、混乱 し
た議論が展開されることになっている。このような方法的二分化 とそれによる混乱は、第1章 以来
の価値どお りの交換およびそれによる特殊的利潤率の前提によって引き起こされたものである。わ
れわれは、すでにみてきたように、利潤(率)の 規定は、市場内部にある個別諸資本の自立の形態
として展開されなけれぽならないのであり、一般的利潤率も、価値 どお りの交換を前提す ることな
く、利潤(率)の 形態における個別諸資本の同等性を根拠 として、 しか も競争に媒介されたもゐと
して展開されなけれぽならないと考える。
第5章 「『市場価値』 とr競争』の検討」では、『資本論』第3巻 、第10章における 「部面内競争」
経16
と 「部面間競争」の展開を検討 して、それらを、 より高い利潤率を追求する個別諸資本の競争の展
開として再構成すべ く試みた。第10章の 「部面内競争」の展開は、いわゆる単純商品生産の想定 と
価値 どお りの交換の前提のもとで展開されている。しかし、そのような想定および前提によっては、
より高い利潤率の追求という競争の動力および基準は明確にならない6また、生産条件の格差の必
然性 も明らかにしえない。競争は、すでに明らかにしたように、費用価格 と利潤(率)の 形態規定
を前提 として、諸商品市場内部にあってより高い利潤率を追求する個別諸資本の競争として展開さ
れなければならない。そのような競争の展開によってこそ、生産条件の格差の必然性も、固定資本
の制約による生産方法の格差 として、その必然性を明らかにしえるし、いわゆる 「市場価値」の第
2の規定における需要供給関係の不均衡の調整i困難の想定にも、固定資本の制約を前提として、根
拠を与えることができる。いわゆる 「部面間競争」に よる一般的利潤率の展開についても、すでに
本論文第4章 で明らかに したように、価値どお りの交換の前提は排除 しなければならないのであ り、
むしろ上述のような固定資本の制約に よる部面間移動の制約によってこそ、「部面内競争」 との相
互媒介的展開の必然性を明らかにしえるのである。
つづいて、第2篇 「競争と景気循環」、第6章 「産業循環における市場価格および利潤率の変動」
では、第1篇 、第5章 における 『資本論』第3巻 、第io章の検討を前提として、産業循環(景 気循
環)に おける市場価格と利潤率の変動を分析 した。 ここではまず、r資本論』第3巻 、第10章の後
半部分における需要供給関係の分析を検討して、その単純商品生産的分析の限界を明らかにすると
ともに、資本主義的生産における需要供給関係の分析は、費用価格と利潤(率)の 形態規定を前提
として、個別諸資本の再生産 ・蓄積過程の相互作用としての競争の展開によらなけれぽならないこ
とを明らかにした。そのうえで、産業循環過程を、新たな生産方法が本格的に普及す る不況末期か
ら好況期にかけての時期 と、次の新たな生産方法の本格的普及が開始されるまでの好況末期から不
況期にかけての移行期 とに分けて分析 した。前者では、固定資本補填(更 新)投 資と新投資 との進
行によって、有効需要が拡大すると同時に、新たな生産方法の普及 とも相侯 って、生産 ・供給能力
も拡大 してゆく。また、固定資本補填投資が進行 しているこの時期には、「部面間競争」による資
本移動も順調に行なわれる。 したがって、市場価格も安定的に変化 し、利潤率も上昇傾向を示 しつ
つ一定水準を形成しえる。それに対 して、後者の時期には、固定資本補填投資の完了と流動資本投
資の拡大によって、またさらに個別諸資本の投機的活動(好況末期)と その崩壊(恐 慌期)に よっ
て、市場価格と利潤率は不安定な累積的変動を示 し、生産諸部面間での需給関係の不均衡や利潤率
の不均等も調整困難となる。
第7章 「『実現』問題およびr資 本の絶対的過剰生産』の検討 一 動態的競争分析に向けて
」では、r資本論』第3巻 第3篇 第15章における、剰余価値の 「実現」の問題および 「資本の
絶対的過剰生産」の展開を検討して、それらをく利潤論次元における動態的競争分析 として、統一
的に再構成すべ く試みた。第3巻 第15章における、剰余価値の 「実現」の問題お よび 「資本の絶対
的過剰生産」の展開は、「競争」や 「恐慌」 ・ 「産業循環」に言及する動態的競争分析の性格を有
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しつつも、結局、「資本一般」の方法的制約によって、十分な展開がなされずに終っている。われ
われは、費用価格 と利潤(率)の 形態規定を前提 として、剰余価値の 「実現」の問題 と 「資本の絶
対的過剰生産」の展開を、後者を基礎としつつも前者における有効需要の問題をも考慮するという
形で、統一的に展開すべ く試みた。なお、ここでのわれわれの展開は、基本的に、一 宇野弘蔵
氏にょって体系化された一 資本過剰論の立場からする恐慌論を踏 まえるものであるが、個別諸
資本の再生産 ・蓄積活動における需要形成の側面をも考慮 しつつ、利潤論次元でのその積極展開を
めざした。
第8章 「競争 と景気循環」では、まず1に おいて、以上展開 してきたような本論文の方法的 ・理
論的立場を説明 しつつ、『資本論』第3巻 の利潤論次元における競争の展開は、諸商品市場 ・諸生
産部面および労働力市場の社会的編成 ・再編成の過程 として展開されざるをえず、結局、景気循環
の基礎過程の展開たらざるをえないことを明らかに した。ついで皿において、『資本論』およびそ
れを前提 とする議論においては、必ずしも明らかにされているとはいえない、投資の諸概念および
個別諸資本の投資決定について分析を試みた。また、本論文の第3章 および第7章 の分析を前提 と
して、個別諸資本の競争の次元における利潤 ・利潤率の現実的決定を概観した。さらに皿では、資
本過剰論の立場か らする恐慌論の諸業績を踏まえつつ、社会的投資動向およびそれによる利潤 ・利
潤率の動向を理論的に分析 して、景気循環の素描を試みた。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、『資本論』の利潤論を検討 して、利潤 と景気循環の理論の競争論的な再構築を 目指 し
たものである。
〔1〕第1篇 「利潤 と競争」1章 は、『資本論』3巻 冒頭を検討 し、理論の性格を論 じている。3
巻における 「具体的諸形態」は、諸資本の競争から生 じる 「具体的諸形態」であ り、利潤 も商品
市場での個別資本の競争の形態であるはずだとしている。
2章は、『資本論』3巻 の1章 と2章の関係を検討 し、「利潤」のとらえ方を究明している。商
品価値の構成か ら利潤を導 く視点よりも、生産過程と流通過程の 「同格化」の視点が重要だ とし、
この視点から、利潤 と利潤率を捉えるべきだとしている。
3章は、r資本論』3巻 の3章 ～6章 を検討 し、利潤率の、剰余価値率、資本の有機的構成、
回転期間とい う実体的規定にかえて、利潤率=Q(Wp-k)/C、 という競争論的な規定を与
えている。個別資本の投下資本C、 一定期間の商品販売量Q、 商品単位あた りの商品販売価格
Wp、商品単位あた りの費用価格kで ある。
4章は、r資本論』3巻 の9章 と10章の一般的利潤率り形成についての 「方法的二分化」を検
討 し、いわゆる競争転化論でさえ、商品需給と均等化の関係について 「矛盾」があると指摘し、
すすんで、等価交換ではなく現実の市場価格を前提にして、競争による現実的利潤率の部門間均
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等化を説いている。
5章は、r資本論』3巻10章の市場価値論では、部門内競争 と部門間競争の関係が不明確だ と
する。そ して、生産条件の差異は同業資本家のもとでの固定資本の存在によるのであ り、 この差
異が部門間の資本移動によって調整 される過程が、同時に市場生産価格の決定過程であることを
論 じている。
〔2〕第2篇 「競争 と景気循環」6章 は、r資本論』3巻10章の市場価格および需給関係論を分析
し、市場価値が単純商品の価値による規定になっているため、市場価格 も抽象的 ・静態的なもの
になって しまったと論 じる。・
著者によれば、個別資本の競争的な再生産活動は2つ の理由で、必然的に社会的な商品需給の
循環的変動をひきおこす。第1は 、固定資本の、償却資金の形成 と更新投資 という独 自の回転様
式であり、第2は 、蓄積資金の形成 と新投資 という関係である。競争関係のなかで、 これ らのい
わば貯蓄 ・投資が社会的に同時化される。
つぎの7章 と8章が本論文の中心部分であ り、著者のもっとも積極的な展開が見られる箇所で
ある。まず、r資本論』3巻15章で、実現困難論には低賃金、資本過剰論には高賃金が前提され
ているが、いずれも蓄積にたいし需要が与件になっているのが難点だとし、需給関係を資本蓄積
のうちに統合するために、積極的に㍉商品需要Dと 商品供給Sの構成を次のように示 している。
D=F十le十Z十B十G,S=Kf十KZ十P
固定資本更新投資F、 固定資本新規投資If、流動資本補填投資 ・新投資Z、資本家個人消費B、
貨幣金供給量G、 お よび、費用価格固定資本部分Kf、費用価格流動資本部分K、、総利潤P、
である。ここから著者は、社会的な利潤Pは 、次のように、固定資本投資、在庫投資、資本家の
消費、金供給の4者に依存しているとみる。
P=(F十le-Kr)十(Z-KZ)十B十G
また、この利潤の式から利潤率p'は、次のように定式化 される。
p'=g十h十b
ここで、蓄積率g、 「追加更新投資率」h、 投下総資本にたいする資本家消費の比率b、 である。
そこで、著者によると、景気循環の中心をなす利潤率の変動にと.って、蓄積率ないし投資の変
動がもっとも重要である。 しか し、加えて各種投資の動態が同一でないことも注意 されねぽなら
ない。固定資本の新規投資は、蓄積資金によって、また過去の利潤率をも基礎にした予想利潤率
に従って増減するのに、更新投資は、償却資金によって、そ して新規投資とは異なった要因で変
化する。固定資本投資と流動資本投資の規定要因や動態も必ずしも同一ぞはない、と言っている。
〔3〕以上が動態論の展開に必要な著者の分析 トゥールであ り、最後に著者は、これらの議論を用
いて、競争的な企業が支配的な場合の景気循環の基本 コースは、次のようになると論 じている。
1)不況末期には、償却資金を準備することのできた企業は、固定資本の更新、それ も作業機の
更新で、生産方法を改善 し、 コス ト低下をはかる。競争に勝ったところでは販路の拡大や稼働
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率の上昇がある。また作業機更新は、労働手段部門への需要を増大させる。・これが進めぽ、生
産,雇 用が増大 し好況の初期になる。
2,)好況中期には・生産手段 ・消費手段の需要増大・利潤率の上昇を前提に・蓄積資金の形成 と
いっそうの利潤率上昇についての予想がでてきて、固定資本の新規投資がは じまる。そして、
作業機以外の更新投資も進み、また流動資本投資 も拡大 してきて、これらは次第に大規模化 し
ていく。 この時期には、「高蓄積率と高利潤率の相互媒介的な維持関係」が成立する。これに
ともなって、雇用の吸収も急速になる。
3)好況末期には、高利潤 ・高投資の相互規定的な関係は労働力の不足からくずれる。第1に、
賃金騰貴による賃金支払いのための現金が必要である。第2に 、賃金水準の上昇、賃金総額の
増大は、労働者の貯蓄の増加、消費の遅延をもたらす。第3に 、労働力不足のためついには、
生産の増加が困難になる。第4に 、産金量がへる。 これ らの理由から、新規投資は固定資本 ・
流動資本を問わず困難になる。新規投資が減退すると利潤率は低下をは じめ、ここに一挙に「資
本の絶対的過剰生産」が出現する。流動資本投資は信用に依存 して進められ物価は好況末には
投機的に上昇するので、景気の反転は金不足を引金とする信用崩壊 とい うかたちをとる。
4)恐慌期には信用崩壊 ・投げ売 りが生 じ、商品価格は急落する。 といっても、経済活動が全 く
停止 してしまうのではなく、資本家 ・労働者の個人消費、産金部門からの金供給で、需要は存
在する。これらの下支え要因があるが、しかし景気は投資需要の減少を原因 として恐慌後の不
況にはいる。
このように して、著老は、『資本論』の利潤論は、競争論的な観点が不十分であって、景気循環
の基礎規定の展開がさまたげられているとみな し、その実態を、しめしている。そ して積極的に、資
本の競争関係のなかでの再生産ではかならず投資の循環的変動が生 じ、 これが、資本 ・賃労働関係
とか らんで、利潤率、総需給、市場価格の循環、および恐慌の根拠 となることを示す ことに、概ね
成功 している。
『資本論』の利潤論の批判的検討の部分は、従来の観点をそれほど越えるものではなく、また価
値の生産価格への転化論についての論及も手薄である。 しかしそこでも、利潤率の現実的な競争論
的な規定、利潤率均等化 と商品需給の関係、部門間競争と部門内競争の関係などを明らかにしてい
るし、実現恐慌論にたいして的確な論評を加えるほか、資本過剰論について需給 との内在的関係を
欠くと評するなど、鋭い指摘を行っている。
ただし、本論文の主要な成果は、む しろ、積極的に再生産における需給の動態を解明し、景気循
環の基本理論を提示 しようとした部分にある。 とはいえ、ここでも細部をみれぽ、好況末の労働者
の貯蓄 と消費制限との関係、産 金部門による景気の規制の仕方などの問題では、なお論証が不足 し
ていた り、19世紀中葉のイギ リスの自由競争的な資本主義期の経験的事実による裏付けが不足 して
いる箇所がみられる。
しかし、そうした若干の問題点があるにもかかわらず、著者の積極的な理論展開には、これ らを
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相殺 してあまりある貢献が存在している。それは、大 きくは3点か らなる。
第1に 、総需要と総供給、さらに、利潤率を規定す る要因を定式化 したことである。これは、噛ポ
ス ト・ケインジアンの影響を うけつつ、その着想をマルクス経済理論の純粋資本主義モデルに適合
するように整備 し、投資がいかに、総需給、価格、利潤率の変化に大きな影響をもっているかとい
うことを確定 しようとしたものであ り、従来、マルクス経済理論では、議論が少なかった領域であ
る。
第2に 、利潤率の決定要因の1つ として、投資を重視しつつ、 この投資の動態の違いを明確に し
たことである。これによって、新規固定資本投資は、利潤率動向の期待に依存 し、需要面から好況
を牽引する役割を有 し、作業機の更新投資は、不況期のコス ト競争戦に依存 し、景気回復の原動力
とな り、流動資本投資は信用拡張とからんで、信用恐慌の契機 となることなどが示された。
第3に 、これらの分析を、マルクス経済理論の資本 ・賃労働関係の分析のうちに位置づけている
ことである。賃金の消費需要 との関係を重視 しつつも、結局、投資 ・消費需要の停滞 と労賃 コス ト
の上昇によって利潤率が急落することを論証 しようとしだ。
したがって全体 としてみれぽ》本論文は、マルクス経済理論の景気循環論を、資本過剰論 と商品
需給動態論の結合による新 しい局面にすすめるうえで、明確な貢献をもつものと評価できるし、ま
た宇野恐慌論 としても、資本過剰論に商品需給変動論を本格的に取 り込み、従来の水準を こえるも
のと評価することができる。
審査委員会は、面接試験をもおこなった結果、本論文について、以上のごとく評価 し、論文審査
の結果は合格であると判定する。
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